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東京労働局労働基準部健康課

令和４ 年度東京都建築工事現場の危害防止講習会

建設業における 労働衛生対策について

2 0 2 3 年4 月1 日から 危険有害な作業を 行う 事業者は 作業を 請け負わせる 一人親方等

同じ 場所で作業を 行う 労働者以外の人 に対し て一定の保護措置が義務付けら れま す
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厚生労働省 労働基準局 安全衛生部

建設アス ベス ト 訴訟最高裁判決を 踏ま えた
一人親方等の保護に関する 法令改正について

（ 労働基準局が実施する検討会）

Ｒ 4.5.12個人事業者等に対する安全衛生対策のあり 方に関する検討会

第1回資料より



安衛法の規定と こ れま での考え 方

労働安全衛生法（ 安衛法） の保護対象に関する考え方と 最高裁判決

○ 安衛法は、 職場における労働者の安全と 健康を確保するこ と を目的と し ており 、 こ れまでこ の法律
によ り 保護すべき対象は、 事業者に雇用さ れている 「 労働者」 と 位置付け、 運用してきた。

＜参考＞労働安全衛生法

(目的)

第１ 条 こ の法律は、 労働基準法と 相まって、 労働災害の防止のための危害防止基準の確立、 責任体制の明確化及び自主的活動の
促進の措置を講ずる 等その防止に関する総合的計画的な対策を推進するこ と によ り 職場における労働者の安全と 健康を確保する
と と も に、 快適な職場環境の形成を促進するこ と を目的と する。

最高裁の判断

○ 建設作業で石綿（ アスベスト ） にばく 露し 、 肺がん等に罹患した元労働者や一人親方が、 国を相手
取り 、 規制が十分であったかが争われた「 建設アスベスト 訴訟」 の最高裁判決において、 石綿の規制
根拠である安衛法第22条は、 労働者だけでなく 、 同じ場所で働く 労働者でない者も 保護する趣旨と の
判断がさ れた。

＜最高裁判決の論拠＞
・ 第１ 条の目的規定には、 「 快適な職場環境の形成を促進」 と さ れており 、 その対象は労働者に限定していないこ と 。
・ 石綿等の有害物に対する措置を事業者に義務付けている第22条では、 その保護対象を労働者に限定していないこ と 。

＜参考＞労働安全衛生法

第22条 事業者は、 次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければなら ない。

一 原材料、 ガス、 蒸気、 粉じん、 酸素欠乏空気、 病原体等による健康障害

二 放射線、 高温、 低温、 超音波、 騒音、 振動、 異常気圧等による健康障害

三 計器監視、 精密工作等の作業による健康障害

四 排気、 排液または残さ い物による健康障害
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＜参考＞建設アスベスト 訴訟に係る最高裁判決
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建設アスベスト 訴訟の最高裁判決（ 令和３ 年５ 月17日） において、 以下の点について国の規制権限の
不行使を違法と する判断が出さ れた。

■一人親方等の安全衛生対策

・ 安衛法57条は、 これを取り 扱う 者に健康障害を生ずるおそれがあると いう 物の危険性に着目した規制で
あり 、 その物を取り 扱う こ と によ り 危険にさ らさ れる者が労働者に限られないこ と 等を考慮すると 、 所定
事項の表示を義務付けるこ と によ り 、 その物を取り 扱う 者であって労働者に該当しない者も保護する趣旨
のものと 解するのが相当。

・ 安衛法は、 その１ 条において、 職場における労働者の安全と 健康を確保するこ と を目的と して規定して
おり 、 安衛法の主たる目的が労働者の保護にあるこ と は明らかであるが、 同条は、 快適な職場環境（ 平成
４ 年法律第55号による改正前は「 作業環境」 ） の形成を促進するこ と をも目的に掲げているも のであるか
ら 、 労働者に該当しない者が、 労働者と 同じ場所で働き、 健康障害を生ずるおそれのあるものを扱う 場合
に、 安衛法57条が労働者に該当しない者を当然に保護の対象外と していると は解し難い。

・ 本件掲示義務規定（ 注： 特化則38条の３ （ 安衛法第22条に基づく 規定） ） は、 特別管理物質を取り 扱う
作業場と いう 場所の危険性に着目した規制であり 、 その場所において危険にさ らさ れる者が労働者に限ら
れないこ と 等を考慮すると 、 特別管理物質を取り 扱う 作業場における掲示を義務付けるこ と によ り 、 その
場所で作業する者であって労働者に該当しない者も保護する趣旨のものと 解するのが相当。

・ 労働大臣が上記の（ 安衛法第22条等に基づく ） 規制権限を行使しなかったこ と は、 安衛法第２ 条第２ 号
において定義された労働者に該当しない者と の関係においても 、 安衛法の趣旨、 目的や、 その権限の性質
等に照らし、 著し く 合理性を欠く ものであって、 国家賠償法１ 条１ 項の適用上違法。

■有害性の警告表示の義務付け

・ 省令を制定して、 事業者に対し、 石綿含有建材を使う 建設現場における警告表示（ 掲示） の内容と して、
石綿により 引き起こ さ れる石綿関連疾患の具体的内容及び症状等、 並びに防じんマスク を着用する必要が
あるこ と について、 より 具体的に記載するこ と を義務付けるべきであった。



保護対象の見直し方針
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省令改正の基本方針

○ 「 安衛法第22条は労働者と 同じ場所で働く 労働者でない者も 保護する趣旨」 と した最高裁の判決
を踏まえ、 同条に基づく 省令の規定について、 以下の方針で改正する。

危険有害な作業を行う 事業者は、 以下の措置を講じなければなら ないこ と と する。

① 労働者以外の者にも 危険有害な作業を請け負わせる場合は、 請負人（ 一人親方、 下請業者） に
対しても 、 労働者と 同等（ ※） の保護措置を実施するこ と 。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（ 他の作業を行っている一人親方や他社の労働者、 資材搬
入業者、 警備員など、 契約関係は問わない） に対しても 、 労働者と 同等（ ※） の保護措置を実施す
るこ と 。

○ 安衛法第22条に基づいて規定さ れている計11の省令（ 石綿障害予防規則、 有機溶剤中毒予防規則、
特定化学物質障害予防規則など） を改正する。

元請（ ゼネコン）

同じ作業場所にいる
・ 一人親方
・ 他社の労働者
・ 資材を搬入する業者
・ 警備員 など

保護措置同じ作業場所にいる
自社の労働者

保護措置

危険有害作業

労働者 請負人（ 一人親方、 下請業者）

同じ作業場所
※赤色が新たに義務付ける措置

保護措置 保護措置

事業者

（ ※） 事業者は、 一人親方等に対して指揮命令関係にないこ と などから 、 同一の措置は困難な場合、 それに代わる措置を求めるこ と と する 。

請負契約

②

①



保護対象の見直し方針
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＜参考＞重層下請における措置義務者と 対象者の整理

労働者

措
置

義
務

労働者

措
置

義
務

措
置

義
務

請負人（ 二次下請）

労働者

措
置

義
務

元方事業者

請負人（ 一次下請）請負人（ 一次下請）

措
置

義
務

請負人（ 二次下請）

措
置

義
務

一人親方

労働者

措
置

義
務

請負人（ 三次下請） 一人親方

措
置

義
務

措
置

義
務

一人親方

措
置

義
務

労働者

措
置

義
務

○ 措置義務者と その対象者は、 それぞれ請負関係で結ばれた者の範囲を想定しているこ と から 、
１ 対１ 関係と なり 、 措置義務関係が輻輳するこ と は想定さ れない。

○ 場所の使用・ 管理権原に基づく 措置（ 立入禁止など） については、 その作業場にいる全ての者
を対象に、 表示などで当該場所が立入禁止である旨を示すと いった措置になる。



保護対象の見直し方針

7

具体的な 改正方針

① 安全確保のための設備設置関係の規定の改正

・ 安全確保のための設備を設置するこ と については、 労働者が作業に従事する時点で義務づけら
れており 、 現行制度のままでも 、 労働者以外の者も 含め効果が得られるこ と から改正は必要ない。

・ ただし 、 設置した設備を作業時に稼働さ せる等の当該設備による作業環境の改善のための措置
については、 請負人のみが作業を行う と き等には、 状況に応じて、 取り 得る方策が他にも あり う
る こ と から 、 必要に応じ配慮規定を設ける。

② 作業方法、 保護具使用等の作業実施上の安全確保に係る規定の改正

・ 安全確保のために省令で規定さ れている特定の作業方法の遵守や保護具の使用等は、 作業を行
う に当たって必ず実施すべき措置であるが、 当該作業を請け負わせる請負人に対しては指揮命令
関係がないため、 こ れらの措置が必要なこ と についての周知義務を設ける。

・ また、 作業に従事する者に限定さ れた措置ではなく 、 特定の場所について、 全ての労働者に保
護具の使用等を求めている規定については、 当該作業場で（ 他の） 作業に従事する者全員を周知
対象と する。

③ 場所の使用・ 管理権原等に基づく 安全確保（ 退避、 立入禁止等） に係る規定の改正

・ 指揮命令関係に基づく も のではなく 、 場所の使用・ 管理権原等に基づく 立入禁止、 特定行為の
禁止、 退避、 入退室管理等の措置は、 労働者以外の者（ 請負人や当該場所で（ 他の） 作業に従事
する者） も 措置対象に追加するこ と と する。 こ の際、 立入禁止及び特定行為の禁止については、
事業者が当該作業場で管理・ 監督等を行っていると は限らないこ と から 、 表示による禁止も 可能
であるこ と を明確にする。



保護対象の見直し方針
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具体的な 改正方針（ 続き ）

④ 有害物の有害性等を周知するための掲示に係る規定の改正

・ 有害物の有害性等を周知するための掲示については、 「 掲示」 と いう 行為によ り 労働者以外に
も 周知効果は得ら れるこ と から 、 労働者以外の者（ 請負人や当該場所で（ 他の） 作業に従事する
者） も 措置対象に追加するこ と と する。

・ 有害物の有害性等を周知するための掲示の規定は、 石綿則、 有機則、 特化則にはあるが、 鉛則、
四アルキル鉛則、 粉じん則、 安衛則（ ダイオキシン関係） には規定さ れていない。 しかし 、 こ れ
ら の物質について有害性等を周知しなく ても 良いと する合理的理由はないこ と から 、 こ れら の省
令においても 、 同様の規定を新たに設けるこ と と する 。

⑤ 労働者以外の者による遵守義務

・ 特定行為の禁止、 退避、 立入禁止等の措置について、 労働者に遵守義務が設けら れているも の
について、 労働者以外の者にも 遵守義務（ ただし罰則の対象にはなら ない） を設けるこ と と する。

・ 労働者以外の者に対して事業者が行う 「 周知」 については、 周知を受けた者において採るべき
措置が一義的に決まっているも のではなく 、 何を以て遵守したと 判断するか困難であるこ と から 、
労働者以外の者に対する遵守義務は設けない。



保護対象の見直し方針
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具体的な 改正方針（ 続き ）

① 危険有害な作業を請け負う 請負人（ 一人親方、 下請業者） に対する保護措置の主な内容

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（ 一人親方など） に対する保護措置の主な内容

労働者に対する措置
（ 現行法令の規定内容）

請負人に対する措置
（ 新たに追加する規定内容）

有害物の発散防止の装置等の稼働 作業中に稼働さ せる義務
請負人のみが作業する時も稼働さ せ
る、 使用を許可する等配慮する義務

マスク 等の保護具の使用 保護具を使用さ せる義務
保護具の使用が必要である旨を周知
する義務

安全確保のための作業方法の遵守 作業方法を遵守さ せる義務
作業方法の遵守が必要である旨を周
知する義務

作業終了時の身体の汚染除去等 汚染を除去さ せる義務
汚染除去が必要である旨を周知する
義務

労働者に対する措置
（ 現行法令の規定内容）

同じ作業場所にいる労働者以外の者に対する措置
（ 新たに追加する規定内容）

危険箇所への立入禁止 立入を禁止する義務 立入を禁止する義務

特定の場所での喫煙・ 飲食禁止 喫煙・ 飲食を禁止する義務 喫煙・ 飲食を禁止する義務

危険性等に関する掲示 掲示して知ら せる義務 掲示して知らせる義務

事故発生時の退避 退避さ せる義務 退避さ せる義務

請
負
人
に
指
揮
命
令
は

で
き
な
い
た
め
周
知
義
務



＜参考＞省令改正（ 抜粋）
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○有害物の発散防止の装置等の稼働

・ 石綿障害予防規則（ 平成十七年厚生労働省令第二十一号） の一部改正

新 旧

（ 局所排気装置等の稼働）

第十七条 事業者は、 第十二条第一項の規定によ り 設ける局所排気装置

又はプッ シュプル型換気装置については、 労働者が石綿等に係る作業

に従事する間、 厚生労働大臣が定める要件を満たすよ う に稼働さ せな

ければならない。

２ 事業者は、 前項の作業の一部を請負人に請け負わせると きは、 当該

請負人が当該作業に従事する間（ 労働者が当該作業に従事すると きを

除く 。 ） 、 同項の局所排気装置又はプッ シュプル型換気装置を同項の

厚生労働大臣が定める要件を満たすよ う に稼働さ せるこ と 等について

配慮しなければならない。

３ 事業者は、 前二項の局所排気装置又はプッ シュプル型換気装置の稼

働時においては、 バッ フルを設けて換気を妨害する気流を排除する等

当該装置を有効に稼働さ せる ため必要な措置を講じ なければなら な

い。

（ 局所排気装置等の稼働）

第十七条 事業者は、 第十二条第一項の規定により 設ける局所排気装置

又はプッ シュプル型換気装置については、 石綿等に係る作業が行われ

ている間、 厚生労働大臣が定める要件を満たすよ う に稼働さ せなけれ

ばならない。

（ 新設）

２ 事業者は、 前項の局所排気装置又はプッ シュ プル型換気装置を稼

働させると きは、 バッ フルを設けて換気を妨害する気流を排除する等

当該装置を有効に稼働さ せるため必要な措置を講じなければならない。

① 危険有害な作業を請け負う 請負人（ 一人親方、 下請業者） に対する保護措置



○マスク 等の保護具の使用

・ 石綿障害予防規則（ 平成十七年厚生労働省令第二十一号） の一部改正

新 旧

第十四条 事業者は、 石綿等の切断等の作業等に労働者を従事さ せる

と きは、 当該労働者に呼吸用保護具（ 第六条第二項第一号の規定に

よ り 隔離を行った作業場所における同条第一項第一号に掲げる作業

（ 除去の作業に限る 。 次項及び第三十五条の二第二項において「 吹

付石綿等除去作業」 と いう 。 ） に労働者を従事さ せる と きは、 電動

ファ ン付き 呼吸用保護具又はこ れと 同等以上の性能を有する空気呼

吸器、 酸素呼吸器若し く は送気マスク （ 次項及び第三十五条の二第

二項において「 電動ファ ン付き 呼吸用保護具等」 と いう 。 ） に限

る。 ） を使用させなければならない。

２ 事業者は、 石綿等の切断等の作業等の一部を請負人に請け負わせ

る と き は、 当該請負人に対し 、 呼吸用保護具（ 吹付石綿等除去作業

の一部を請負人に請け負わせる と きは、 電動ファ ン付き 呼吸用保護

具等に限る 。 ） を使用する必要がある 旨を周知さ せなければなら な

い。

３ （ 略）

４ 事業者は、 石綿等の切断等の作業等の一部を請負人に請け負わせ

る と き は、 当該請負人に対し 、 作業衣又は保護衣を使用する必要が

ある旨を周知させなければならない。

５ 労働者は、 事業者から 第一項及び第三項の保護具等の使用を命じ

られたと きは、 これを使用しなければならない。

第十四条 事業者は、 石綿等の切断等の作業等に労働者を従事さ せる

と きは、 当該労働者に呼吸用保護具（ 第六条第二項第一号の規定に

よ り 隔離を行った作業場所における同条第一項第一号に掲げる作業

（ 除去の作業に限る 。 第三十五条の二第二項において「 吹付石綿等

除去作業」 と いう 。 ） に労働者を従事さ せる と きは、 電動ファ ン付

き呼吸用保護具又はこ れと 同等以上の性能を有する 空気呼吸器、 酸

素呼吸器若し く は送気マスク （ 同項において「 電動ファ ン付き呼吸

用保護具等」 と いう 。 ） に限る。 ） を使用さ せなければならない。

（ 新設）

２ 事業者は、 石綿等の切断等の作業等に労働者を従事さ せる と きは、

当該労働者に作業衣を使用さ せなければなら ない。 ただし 、 当該労

働者に保護衣を使用さ せると きは、 この限り でない。

（ 新設）

３ 労働者は、 事業者から 前二項の保護具等の使用を命じ ら れたと き

は、 これを使用しなければならない。

＜参考＞省令改正（ 抜粋）
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＜参考＞省令改正（ 抜粋）

12

○安全確保のための作業方法の遵守

・ 石綿障害予防規則（ 平成十七年厚生労働省令第二十一号） の一部改正

新 旧

（ 石綿等の切断等の作業等に係る措置）

第十三条 事業者は、 次の各号のいずれかに掲げる作業に労働者を従

事さ せる と き は、 石綿等を湿潤な状態のも のと し なければなら ない。

ただし 、 石綿等を湿潤な状態のも のと するこ と が著し く 困難なと き

は、 除じ ん性能を有する電動工具の使用その他の石綿等の粉じ んの

発散を防止する措置を講ずるよ う に努めなければなら ない。

一 石綿等の切断等の作業（ 第六条の二第三項に規定する作業を除

く 。 ）

二～四 （ 略）

五 前各号に掲げる作業、 第六条の二第三項に規定する作業又は第

六条の三に規定する作業（ 以下「 石綿等の切断等の作業等」 と い

う 。 ） において発散した石綿等の粉じんの掃除の作業

２ （ 略）

３ 事業者は、 第一項各号のいずれかに掲げる作業の一部を請負人に

請け負わせる と きは、 当該請負人に対し 、 石綿等を湿潤な状態のも

のと する必要がある旨を周知さ せなければなら ない。 ただし 、 同項

ただし 書の場合は、 除じん性能を有する電動工具の使用その他の石

綿等の粉じ んの発散を防止する措置を講ずる よ う に努めなければな

らない旨を周知させなければならない。

（ 石綿等の切断等の作業等に係る措置）

第十三条 事業者は、 次の各号のいずれかに掲げる作業に労働者を従

事さ せる と きは、 石綿等を湿潤な状態のも のと し なければなら ない。

ただし 、 石綿等を湿潤な状態のも のと する こ と が著し く 困難なと き

は、 除じ ん性能を有する電動工具の使用その他の石綿等の粉じ んの

発散を防止する措置を講ずるよ う に努めなければならない。

一 石綿等の切断等の作業（ 第六条の二第二項に規定する作業を除

く 。 ）

二～四 （ 略）

五 前各号に掲げる作業、 第六条の二第二項に規定する作業又は第

六条の三に規定する作業（ 以下「 石綿等の切断等の作業等」 と い

う 。 ） において発散した石綿等の粉じんの掃除の作業

２ 事業者は、 石綿等の切断等の作業等を行う 場所に、 石綿等の切り

く ず等を入れるためのふたのある容器を備えなければなら ない。

（ 新設）



○作業終了時の身体の汚染除去等

・ 有機溶剤中毒予防規則（ 昭和四十七年労働省令第三十六号） の一部改正

新 旧

（ タンク内作業）

第二十六条 事業者は、 タンク の内部において有機溶剤業務に労働者

を従事させると きは、 次の措置を講じなければならない。

一・ 二 （ 略）

三 （ 略）

四 当該有機溶剤業務の一部を請負人に請け負わせる と きは、 当該

請負人に対し 、 身体が有機溶剤等によ り 著し く 汚染さ れたと き 、

及び作業が終了したと きは、 直ちに身体を洗浄し 、 汚染を除去す

る必要がある旨を周知させるこ と 。

五～七 （ 略）

（ タンク 内作業）

第二十六条 事業者は、 タ ンク の内部において有機溶剤業務に労働者

を従事させると きは、 次の措置を講じなければならない。

一 （ 略）

二 労働者の身体が有機溶剤等によ り 著し く 汚染さ れたと き 、 及び

作業が終了したと きは、 直ちに労働者に身体を洗浄さ せ、 汚染を

除去させるこ と 。

（ 新設）

三・ 四 （ 略）

＜参考＞省令改正（ 抜粋）
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＜参考＞省令改正（ 抜粋）

○危険箇所への立入禁止

・ 特定化学物質障害予防規則（ 昭和四十七年労働省令第三十九号） の一部改正

○特定の場所での喫煙・ 飲食禁止

・ 石綿障害予防規則（ 平成十七年厚生労働省令第二十一号） の一部改正

新 旧

（ 燻蒸作業に係る措置）
第三十八条の十四 事業者は、 臭化メ チル等を用いて行う 燻蒸作業に労
働者を従事させると きは、 次に定めると こ ろによらなければならない。
一～八 （ 略）
九 サイロ燻蒸作業にあつては、 次に定めると こ ろによるこ と 。

イ ・ ロ （ 略）
ハ 臭化メ チル等により 汚染さ れるおそれのないこ と を確認するま

での間、 燻蒸したサイロに作業に従事する者が立ち入るこ と に
ついて、 禁止する旨を見やすい箇所に表示するこ と その他の方
法により 禁止すると と もに、 表示以外の方法により 禁止したと
きは、 当該サイロが立入禁止である旨を見やすい箇所に表示す
るこ と 。

十～十二 （ 略）
２ （ 略）

（ 燻蒸作業に係る措置）
第三十八条の十四 事業者は、 臭化メ チル等を用いて行う 燻蒸作業に労
働者を従事させると きは、 次に定めると こ ろによらなければならない。
一～八 （ 略）
九 サイロ燻蒸作業にあつては、 次に定めると こ ろによるこ と 。

イ ・ ロ （ 略）
ハ 燻蒸したサイロには、 労働者が臭化メ チル等により 汚染される

おそれのないこ と を確認するまでの間、 労働者が立ち入るこ と を
禁止し、 かつ、 その旨を見やすい箇所に表示するこ と 。

十～十二 （ 略）
２ （ 略）

新 旧

（ 喫煙等の禁止）

第三十三条 事業者は、 石綿等を取り 扱い、 若し く は試験研究のため製

造する 作業場又は石綿分析用試料等を製造する作業場における 作業に

従事する者の喫煙又は飲食について、 禁止する旨を見やすい箇所に表

示する こ と その他の方法によ り 禁止する と と も に、 表示以外の方法に

よ り 禁止し たと き は、 当該作業場において喫煙又は飲食が禁止さ れて

いる旨を当該作業場の見やすい箇所に表示しなければなら ない。

２ 前項の作業場において作業に従事する者は、 当該作業場で喫煙し 、

又は飲食してはならない。

（ 喫煙等の禁止）

第三十三条 事業者は、 石綿等を取り 扱い、 若し く は試験研究のため製

造する作業場又は石綿分析用資料等を製造する作業場で労働者が喫煙

し、 又は飲食するこ と を禁止し、 かつ、 その旨を当該作業場の見やす

い箇所に表示しなければならない。

２ 労働者は、 前項の作業場で喫煙し、 又は飲食してはならない。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（ 一人親方など） に対する保護措置の主な内容

14



＜参考＞省令改正（ 抜粋）

15

○危険性等に関する掲示

・ 石綿障害予防規則（ 平成十七年厚生労働省令第二十一号） の一部改正

○事故発生時の退避

・ 酸素欠乏症等防止規則（ 昭和四十七年労働省令第四十二号） の一部改正

新 旧

（ 退避）

第十四条 事業者は、 酸素欠乏危険作業に労働者を従事さ せる場合で、

当該作業を行う 場所において酸素欠乏等のおそれが生じたと きは、 直

ちに作業を中止し 、 作業に従事する者をその場所から 退避させなけれ

ばならない。

２ （ 略）

（ 退避）

第十四条 事業者は、 酸素欠乏危険作業に労働者を従事さ せる場合で、

当該作業を行う 場所において酸素欠乏等のおそれが生じたと きは、 直

ちに作業を中止し 、 労働者をその場所から退避さ せなければならない

。

２ （ 略）

新 旧

（ 掲示）

第三十四条 事業者は、 石綿等を取り 扱い、 若し く は試験研究のため製

造する作業場又は石綿分析用試料等を製造する作業場には、 次の事項

を、 見やすい箇所に掲示しなければならない。

一 （ 略）

二 石綿により 生ずるおそれのある疾病の種類及びその症状

三 （ 略）

四 当該作業場においては保護具等を使用し なければなら ない旨及

び使用すべき保護具等

（ 掲示）

第三十四条 事業者は、 石綿等を取り 扱い、 若し く は試験研究のため製

造する作業場又は石綿分析用試料等を製造する作業場には、 次の事項

を、 作業に従事する労働者が見やすい箇所に掲示しなければならない。

一 （ 略）

二 石綿の人体に及ぼす作用

三 （ 略）

四 使用すべき保護具



2021年4月1日

東京労働局労働基準部健康課

2 0 2 3 年4 月1 日から 危険有害な作業を行う 事業者は

作業を請け負わせる 一人親方等

同じ 場所で作業を行う 労働者以外の人

に対し て一定の保護措置が義務付けら れます


